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本論文は，２０世紀後半のスイス政治制度の特徴と問題点を，連邦制に焦点を当てて考察したもの
である。スイスは，小国でありながらも政治制度の貴重な実験場として多くの示唆に富む事例を示し
ている。比較政治学の観点から重要性が高いスイスに特徴的な政治制度は，主に以下の三つの基本的
要素になる。
①歴史的遺産としての強力な政治的分権（連邦制）
②活発な直接民主制（レファレンダム，イニシアティブ）
③連邦とカントン（邦。州）両レベルでの比例代表的大連合政権
第一に挙げた連邦制は，アメリカ合衆国やドイツ，あるいは旧ソビエト連邦などの大国が採用して
いたことから，小国スイスの連邦国家としての意義はそれほど重視されてこなかった。しかし，スイ
スの連邦制は，有名な永世中立や直接民主制などに劣らず顕著な独自性を示している。スイスにおい
て，日本語では州あるいは邦に該当するカントン（Canton）と呼ばれる自治体は，連邦制の基礎とし
て少数派統合と政治的安定の鍵になっている。カントンは，1848年の連邦国家成立以前から国家連
合を構成する主権国家的存在であり，連邦国家成立後は，カントンが自治権を堅持しながら連邦と妥
協を積み重ねて独特な政治制度を形成してきた。サブ゜ナショナルレベルにおいても直接民主制など
積極的な住民参加手段が制度化されているスイスの重層的な政治。行政構造は，地方自治比較研究の
貴重な一例であると考えられる。,
また，近代国民国家の形成においては，領域内の多様な文化集団の統合が重要な課題となることが
多い。スイスが社会に文化的亀裂要素を内包しながらも，現代に至るまで安定した国民統合を維持す
ることが可能となった要因の一つとして，言語や宗教がカントン内ではほぼ均質であったことが挙げ
られる。現在でも多くの国家で少数派の処遇に起因する紛争が深刻な問題となっていることから，少
数派が高度な地方自治権を有することになるスイスの連邦国家構造は,注目に値する研究対象である。
そこで，本論文では，連邦制におけるカントンの自治に焦点を当てて，・文化や地域などに関する少
数派統合の制度や方策を検討した。対象とする時期はスイス政治の安定性が確立された第二次大戦後
から現在にかけてであるが第４章と第５章では，特に1980年代から９０年代にかけての新たな改革
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動向についても重点を置いて論述している。
第１章では，スイスの政治制度を包括する概念である多極共存型民主主義（Consociationa］
Democracy）や，それとほぼ同義の調和民主制（Konkordanzdemokratie）などと表現される理念型と，
そのスイスにおける特質を概観する。スイス連邦政府（Bundesrat）は，多文化社会における安定し
た合議制政府の成功例であり，「魔法の公式」と呼ばれる1959年以来不変の政党構成である大連立政
権は，「友好的妥協」（Amicableagreement）という精神に表現されるスイスの政治文化を最も特徴的
に具現化している。この左派政党（社会民主党）を含む四大政党による大連合は，少数派による抵抗
や分離運動に対する制度的措置である。この「魔法の公式」は，政党だけではなく，閣僚の出身言語
圏やカントンのバランスも考慮に入れられており，各カントンや文化圏の代表権を尊重してきた歴史
の象徴となっている。安定政権の背景には，エスニック的，宗教的亀裂の形態における社会の断片化
現象と，そのような多元的社会を前提とする制度がある。
スイスにおいてもネオ・コーポラテイズム的な政策形成が展開されており，現代では中央集権的な
経済頂上団体の影響力が，分権的性格である政党やカントン政府よりも強く表出されることが多いと
される。しかし政策決定の最終段階では，レフアレンダムが控えており，反対派はここで強力に抵
抗することが可能である。直接民主制は，妥協を基調とした不透明な政治に民主的正当』性を付加し，
不満を緩和する役割も果たしている。特に，憲法改正や重要な国際条約批准の際には，一般投票の賛
成多数だけでなく，過半数のカントンによる賛成も必要である。この要件は「二重の過半数（多数)」
と呼ばれ，カントンの強力な拒否権の一つとなっている。
スイスでは，各カントンのレベルでも，少数派地域に対する各種保護策がカントン独自の憲法や法
律で保障されている。スイスで基本的な少数派保護の施策は，文化的集団を下位地域単位で分割する
属地主義（TbIritorialitatsPrinzip）的な解決法であった。カントンの領域内で文化的に同質的な地域単
位（ゲマインデ）に自治権を認めることは，カントンの分割や新カントンの創設による紛争解決と同
様の方法である。地理的にまとまって居住する少数派が地域共同体に依拠することが可能であったと
いうことは，スイスの有利な条件である。しかし，このような属地主義的な対処法は，社会。経済的
不平等や移民の保護などには適さない。現代社会の普遍的な諸問題に対して，これまでは有効であっ
た地域共同体を基礎とする伝統的な調和政治は，限界を露呈している。
続く第２章では，国際連合への加盟など国際統合問題に関する1980年代以降の８件の国民投票を
事例として，スイスの根幹的な政治制度である直接民主制と永世中立が，多極共存主義的政治に与え
る影響や，連邦制との有機的な相互関連性を分析した。直接民主制と永世中立は，スイス連邦国家に
おいて，カントンの「主権」的立場を維持するための制度的保障である。外交は，本来連邦政府の専
管事項であるが，国際統合が進展していくと，カントンの権限が実質的に失われていくことになるの
で，カントンは，国民投票における「二重の過半数」規定などの拒否権を利用し，抵抗することにな
る。特に,1992年に行われたヨーロッパ経済地域（EEA）への加入の是非を問うレフアレンダムでは，
国民全体の一般得票は賛成が過半数に達したものの，カントンの過半数は獲得できなかったことから
否決され，大きな波紋を投げかけた。投票結果の比較分析では，ドイツ語圏とフランス語圏の間で対
照的であったことに加え，カントンを基軸に社会的亀裂が再び顕在化していることが確認された。特
に，山岳地帯や，経済的競争力が弱いカントンで国際開放･統合への反対傾向が顕著であることから，
スイスの中立と独立の継続だけでなく，カントンの「主権」維持も強く求める勢力の政治的動向が，
今後も重要な鍵であると考えられる。
第３章では，カントンレベルの政治に対象を移し，連邦レベルの縮図ともいえる調和的な民主制を，
第二次世界大戦後の政党政治の動態を中心に論じた。連邦政府の連立４大政党は，スイス全体を統一
的に代表しているわけではない。カントン政治のレベルでは，連邦とは異なる固有の政党も活動して
おり，カントンごとに多様な政党構成が観察される。２６のカントンは，それぞれが独自の憲法や政
治制度を有しているものの，一定の共通性があることから政党の断片化と安定性に焦点を当てて比較
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分析を行い，政党の断片化仮説および政治制度と社会｡経済との因果関係に関するモデルを検討した。
選挙制度は重要な要素ではあるものの，カントンにおいても連邦と同様の調和民主主義的な妥協戦
略が大きな役割を果たしている。そして，政党の断片化現象や，連邦レベルよりも頻繁に行使される
直接民主制が，カントン内の少数派を統合することに寄与してきたことが明らかになった。他方，大
規模集積圏を擁するカントンでは，都市化の進展と人口移動により，連邦レベルと共通した政治バラ
ンス変化の徴候が見られる。各カントンにおける政治は，それぞれの社会・経済的状況に対応して二
極化の様相を示している。
第４章では，連邦制に基づく行政の実態を，カントンと連邦の政府間関係を中心に考察した。カン
トンは，スイスにおいて行政の権限分担や歳入。歳出の割合を見る限りでは，今もなお中核的な位置
を占めている。しかしながら連邦憲法ではカントンは「主権」を有すると明記されているものの，そ
れは一種の政治的美称であり，実際には連邦が徐々に集権化を進めてきた。しかし，集権化プロセス
は緩やかであり，連続的で一貫した動きにはならなかった。
スイスでは，連邦政府が強力な行政手段を持たないことから，本来は連邦の管轄である政策をカン
トンが執行するという執行連邦制あるいは協調連邦制と呼ばれる複雑な関係が成立している。これは
単純な委任ではなく，各カントンが主体的に運営する余地があることを意味する。このような執行連
邦制の代表的な例が福祉政策である。スイスでは集権的な福祉国家化が遅れ，カントンやゲマインデ
が福祉を担ってきた。連邦政府は行政手段や人的資源も乏しかったために，権限拡大のために憲法を
修正するには，自治体の強力な抵抗を伴うので，カントンやゲマインデの行政組織を利用せざるを得
なかったのである。
連邦政府への集権化は，カントンが連邦レベルの政策形成過程において多様な参加権を持つことに
よって，歯止めがかけられてきた。議会制度や，直接民主制など，政策形成のさまざまな段階で，カ
ントンは積極的に利益を表出することが可能である。また，近年では，緩やかながらも連邦政府への
集権化が進んできたことから，国際統合が進展する状況においてカントンの発言力を強めるべく，「カ
ントン政府会議」を設立して，連邦の外交政策に積極的に参加するなど，カントン間の水平的な関係
も強化されている。しかし，カントン間の能力格差から，共通の利害関係や目標で一致することは困
難であり,連邦対カントン連合という単純な対lll寺の構図にはなっていない。カントン間の格差拡大は，
カントン自治の基盤を掘り崩しつつある。
最後の第５章では，カントン間の格差拡大や，ヨーロッパ統合など内外の変化に対応した連邦制の
制度改革の取り組みについて考察した。
連邦とカントンの政府間関係は，執行連邦制によって複雑に絡みあって形成されてきた。集権派と
分権派が対立して権限を奪い合うのではなく，相互依存関係を基調とした協働形態となっている。し
かし，権限の不明瞭化や，硬直』性が指摘されるようになり，1990年代から連邦制度改革の試みが本
格的に着手された。1999年に「新財政調整（NPA)」プロジェクトが，権限や財政の流れを整理，透，
明化する目的で導入された。しかし，スイスでこれまで築かれてきた複雑な政府間関係は，合意や調
和に基づく政治的な面も強く併せ持っていたため，中央政府が地方の意向に反して一律的な改革を強
制することは，不可能であり，権限の明瞭な分割などの抜本的な改革には至らなかった。
また，カントンそのものの規模と能力も重要な問題となっている。人口約700万人のスイスに２６
のカントンと約3000のゲマインデが存在することは，行財政的な効率という点では不利である。そ
のうえカントンは人口規模や財政能力に大きな差があることから，連邦の政策執行に際しても一貫性
が欠如することになる。９０年代以降は，一部のカントンが行政のスリム化現代化を目的とする新
自由主義的な改革プロジェクトに着手している。しかし，主体的に改革を実現することが可能な有カ
カントンと，財政力が弱く自立が困難なカントンとの格差は大きいため，連邦からの財政移転に依存
せず自治を守るための改革案として，カントンやゲマインデの合併など領域再編が検討されている。
しかし，これらの改革は，あくまで行財政的効率化の観点からのものであって，地域共同体が持つ文
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化的側面や政治的影響力が軽視されているので，実現には相当な困難が見込まれる。漸進的に政府間
協働関係を修正していくことが現実的解決策であると考えられる。
本論文の総括としては，スイスの特殊性を強調しながらも，普遍的な問題である少数派保護や地方
分権発展の可能性について論じた。近年ではヨーロッパ連合の連邦化や，それに伴う権限配分のサブ
シデイアリテイ（補完性）原則と絡めて，スイスの連邦制をモデルとする可能性が論じられることが
ある。ヨーロッパ連合のような大規模社会においては，中央レベルでも住民投票を恒常的かつ頻繁に
実施することは現実的でないとされることから，中央官僚支配による「民主主義の赤字」が懸念され
る。また，新自由主義的な市場原理を社会全般に適用することで，歴史や文化などの差異に対する配
慮がおろそかになり，巨大市場に政治的アイデンティティーが呑み込まれ，少数派の不満が抑圧され
ることになりかねない。重層的な各レベルの政府間で,どの権限をどのレベルの政府が担当するのか，
住民参加権をどの程度まで盛り込むことが妥当なのかを慎重に規定していくことが求められる。
中央集権的な日本と地方分権が進んだスイスは，前提条件が大きく異なるが，日本でも検討されて
いる中央から地方への税源委譲や，地方分権改革においては，スイスでこれまで行われてきた自治の
あり方や，中央と地方の政府間関係などの経験から得るものは多い。
また，民族対立・紛争の問題が存在する国家では，多極共存型民主主義や調和民主制などの政治制
度的対応も，依然として重要な意義を持つと思われる。スイスでは，中心対周辺という対立構図を緩
和するための工夫や努力を長期にわたって積み重ねてきた。サブ・カルチャー間の差異を認識し地理
的・行政的に区分することにとどまらず，少数派を尊重し，多重の制度的対応によって集団・地域レ
ベルで不平等を是正しようと努めてきたからこそ，社会的亀裂を統合し，カントン境界を越えて国家
としてのナショナリズムも醸成することが可能となったのである。スイスの事例から何らかの教訓を
得ようとするならば，単一の制度を過度に強調するのではなく，複雑に連関した要素を深く慎重に分
析していくことが必要である。
スイスの政治制度は，固有の歴史的状況やインフォーマルな調整の蓄積によって形成されてきたも
のであり，普遍的なモデルにはなり得ないが，ヨーロッパ統合プロセスと似た道筋を辿ってきたスイ
ス連邦制は，比較政治研究において今後も重要なテーマであると考えられる。
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論文審査結果の要旨
ヨーロッパの中央に位置するスイスの政治体制を特色づけるのが永世中立，直接民主制，連邦制で
あることは，日本でもよく知られている。しかしこの三者の相互関係をも含めてスイスの政治体制
を体系的に把握･分析することに成功した研究書は皆無といっても過言ではない。その原因の一つは，
歴史的背景と憲法上の制度的建前から「カントン連合」とでも言うべきスイスの連邦制が，対内的に
は少数派統合，対外的には中立政策を担保していることの認識とその実証作業が不十分であったこと
による。近年，1990年代以降になって，東西冷戦体制の終結に続く地域間・民族間紛争の多発，ＥＵ
統合・東方拡大などの動きに関連し，少数派統合のモデルとしてスイスに注目が集まる一方，スイス
においても，顕在化してきたカントン間格差と連邦制改革のために政治。行政。財政に関する基礎的
データの収集。整備が進められるようになった。本論文は，このデータを駆使するとともに，不足す
る資料を現地で，すなわち２６カントン全てをまわって収集することにより，スイス本国においてさ
えあまり行われてこなかった，カントン（Kanton，州又は邦と訳されている)，場合によっては，そ
の下にある基礎的自治体（Gemeinde）レベルにおける政治的力関係にまで掘り下げて，連邦制の動
態分析を行い，かつそれを体系的に整理することによって，スイス型連邦制の構造と特質（多面性・
柔軟性）を浮き彫りにしたものである。
本論文の意義は，次の３点にある。
第１に，研究史の空白を埋めたことである。そもそも日本におけるスイス政治および地方自治の研
究は，隣国ドイツのそれと比較すれば明らかなように，極めて乏しい。さらに従来のスイス連邦制
研究では，全てのカントンを対象として把握した上で体系的に論じたものはなかった。この点は，先
に述べたように，スイス本国においてもようやく近年になってカントンルベルの基礎的資料が全国
的に体系的に収集されることになったこととも関連している。本論文は，日本のみならず世界的に見
ても，スイス連邦制研究の空白を埋める営為である。
第２に，資料の独自性である。本論文は，執筆者が現地で，各大学や研究機関連邦政府および全
２６カントンの行政機関をまわり，文献。資料を収集し，それに基づいて執筆されている。これまで
の研究には見られなかったオリジナルな資料が使われている点は高く評価できる（ただし，資料の多
くがドイツ語であり，欲を言えば，フランス語。イタリア語圏等のカントンについてはフランス語。
イタリア語による独自資料の有無の点検が欲しいところである)。
第３に，スイス連邦制を多面的，総合的に分析している点である。連邦制の実態を，多極共存型民
主主義モデルとの関係，国民投票の動向，カントン・レベルの調和民主制，制度改革をめぐる議論な
どから概観し体系的にまとめた，貴重な論文となっている。
次に，予備審査（修正の上，本審査提出可と判定）で指摘され修正された諸点について述べる。
第１に，先行する研究の総括がやや不十分である，ドイツや米国の連邦制と異なったスイスの連邦
制の特質（それ故，州ではなくカントンの語がそのまま用いられる)，歴史的背景などをもう少し詳
しく説明すべきである，との指摘があった。また，叙述方法に関連して，問題意識をもっと大胆。明
確に述べるべきである，自説の積極的な展開も必要である，収集してきた資料も図表化するなどして
分かりやすく示すべきである，との意見もあった。これらの指摘・意見は，「はじめに」および「お
わりに」等で反映されている。
第２に，カントン間格差も扱っているにもかかわらず，財政面の分析が部分的にしかなされていな
いとの指摘もあった。この点は，論文の構成や専門性にも関わるため，根本的な修正を求めたもの
ではなかったが，本論文においては財政データについての追加。補足も行われている。
第３に,注｡引用等,論文としての体裁,スタイルについても多くの指摘があった。この点については，
基本的には修正されているが，なお不完全なところも残っている。
9０－
本論文は，特殊な地域研究にとどまらず，各国の地方自治の問題点を解明する点でも幾つかの貴重
な視座を与えている。とくに規模と民主主義の問題,地方への権限配分見直しの論争,連邦制の導入，
民族間・地域間紛争などの比較政治分析に貢献しうるものである。しかしながら，各国の制度比較を
行うには，比較のための理論的枠組みの提示は不可欠であり，この点で方法論や理論化の面では，い
まだ不十分さがあることは否定できない。また，貴重な資料に依拠しながら，叙述が一般的なものに
とどまっている部分がある点も惜しまれる。これらの点では，今後一層の研鑛が求められる。
このような不満や要求は，しかしながら，本論文が十分に博士（法学）の学位を授与するに値する
との結論を揺るがすものではない。審査委員会は，予備審査会，論文口頭発表，論文検討会および論
文審査会を経て，合格と判定した。
9１
